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日本における社会資本の生産力効果の再検証

― 直 近 ま で の 構 造 変 化 に 注 目 し た マ ク ロ 推 計 ―

李 紅 梅
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キーワー ド･･････社会資本の構造変化 マクロ生産力効果 直近までの再検証

ー1.はじめに

本稿の目的は､呈955年から2007年までの社会資本の構造変化を鑑み､直近までの社会資本

ス トックデ-タを構築した上で､マクロ的な生産力効果を再検証することである｡

日本では社会資本の生産力効果は近年において低くなっているのではないがという指摘がな

されている0日本における社会資本の生産力効果に関するマクロの推計はAsehauer(1989)以

来数多くなされておりH､多くの実証研究は 1970年代以降のマクロ的な生産力効果は低下傾向

にあると指摘 している(岩本日990)､三井｡井上(1995)､土居亘19粥)､吉野 ･中島日999)､中東

(2003)など)｡ただし､これらの指摘はほとんどが 1990年代後半までの傾向を表しており､2000

年以降の傾向については林(2009)にとどまっている｡

周知のとおり､1990年代後半から公共事業に対する国民の批半摘ミ高まり､公共投資のあり方

や見直しが迫られたが､公共事業の抜本的な見直しは2000年代に入ってから ｢三位--体改革｣

により公共事業費の大幅な削減が実現 されたO このような構造変化 を 考慮すると､社会資本の

生産力効果を最新のデータに基づき､再検証する必要があるだろうo
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ところで､なぜ 2000年以降のマクロ推計が進んでいなかったのか､理由として考えられるの

は､多くの研究では社会資本の生産力効果の低下要因として､公共投資は生産効率が低い地域

や分野に配分されたて きた可能性があると指摘 したC,そのため､社会資本の分析対象はマクロ

推計からより細分化 され た地 域 別 推計や#_業別推計､社会資本の分野別推計などカテ ゴリ-那

の推計-と変わってきた2㌔

本稿では､先行研究で取 り入れなかった直近までの社会資本ス トックデ-タを構築し､及990

年代後半から現在にいたるまでの社会資本の構造変化に注 目したマクロの社会資本U)生産力効

果を再検証するo推定においては､コブ やダグラス型生産関数に構造変化を考慮 した係数ダ ミ

-を用いて期間ごとに推定を打った｡

本稿の構成は以下のとお りである02節ではマクロの社会資本ス トックデ-タの構築方法を

説明 し､社会資本の構造変化を概観する｡3節では本稿で利用する推計方法を簡単に説明 した

後､推計結果を明らかにする04節では結論をまとめる｡

2 し｣本における社会資茶の梢造変化

､l 計会湾木ス トックデ-タの梢隻

先行研究でよく用いられる社会資本ス トックのデ-タは､経済企画庁綜合計画局編目968)の

中で推計されている社会資本ス トックをベンチマ-クとし､公共投資額(実質)を積み上げて延

長推計 したものである｡

ここで公共投資を月貼､る際には､内閣府経済社会総合研究所が毎年出している 『国民経済計

算 (SNA)』の ｢公的固定資本形成｣3)を用いるものと総務省 良治行政局が毎年発表している 『行

政投資実績』および 『行 政 投資』 の ｢行政投資｣4)を用いるものの 2通 りがあるOただ し､両

者の作成方法は若 干 異な って お り ､ -概 に どち らが望ましいとは言えないが､デ-夕分析を進

める 巨だほどのデ- タを用 い て ど の よ う に 加 工す るかに留意することは重要である｡ ここで両

者の関係をみると､｢行 政投 資 ｣ は ｢公 的 総 固 定 資 本 形成 ｣に比べて､用地費および補償費と公

的事業に含まれる民 間負担 分 が 含 ま れ て い る こ と が わかる｡社会資本ス トブjjデ-タを作成す

るに当たって､用地費お よび 補 償 費 の 扱 い は 特に重要であるため､本稿では行政投資ベースの

名目投資額を用いた｡

社会資本の範囲にはさまざまな見解があるo資本は所有形態の観点からすると公共資本と民

間資本 に分類 されるが､資本が生み出すサ-ビスの機能的特性の観点からすると社会資本､ 言

い換 えると経済社会における共通の資本に分類される｡本稿では､広い範囲での社会 資 本 が マ

クロ生産に与える影響を分析することを鋸内としているため､一般政府､公図 各会社など公 的

企業を含む ｢行政投資｣のス トックを社会資本の範囲として用いる｡ただし､民営化 された旧
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3公社の取 り扱いに注意 を 払 っ た 01974年度-摘84年度までの日本専売公社 (以後､旧 専 売公

社日 田本電信電話公社 (以 後 ､ 旧 電電公社)および 1975年度-呈986年度の日本国有 鉄 道 (以

後､旧国鉄)の投資額は 『行 政 投 資 』および 『行政投資実績』に計 ヒされているが､この前後

は『民間資本ス トック年 報 3日 こ加 算 されている0本稿ではデータの連続性を確保するため吉野 や

中島 書中東(1999日こ倣い旧 3公 社 を 社会資本デ-タから控除した｡

具体的な調整方法は以下の通りで あ る ｡ まず旧専売公社 ･旧電電公社について考えるO『行政

投資』昭和 62年度版からは 1979年度 か ら 1984年度までの旧専売公社 ｡旧電電公社の合計新設

投資額が算出できるOそこでこのデ- タ を 『田本の社会資本』掲載の旧電電公社新設投資額の

対前年伸び率で 1974年度まで後ろ向き に 補 完推計し､1974年度から1984年度の旧専売公社 ･

旧電電公社の合計新設投資額を作成した5)0

次に室田国鉄について考えると､『行政投資』昭和 60年度版 には 1975年度の旧国鉄と旧電電公

社の合計新設投資額が掲載されている｡そこでまずこの値を 『日本の社会資本』掲載の旧国鉄

と旧電電公社の新設投資額の比率で按分し1975年度の旧国鉄新設投資額を推計したDそしてこ

のデ-タをベンチマ-夕として 『日本の社会資本』掲載の旧国鉄新設投資額の対前年伸び率で

1986年 度 ま で 前 向 きに補完推計し､王975年度から1986年度の旧国鉄新設投資額を作成 した｡

こ う し て 作 ら れ た 旧 3公社の全国新設投資額を ｢運輸 ･通信業｣の県内総生産額の名 酎直で各

都 道 府 県 に 按 分 し て 1974年度から1984年度の都道府県別旧3公社新設投資額を作成 した｡

図 表 l 実 質 G【)P､民間資本ス トック､社会資本ス トックの推移(単位 :兆円)
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図表1では構築されたま955年度 か ら2007年度までの実質GDPと民間資本ス トック及び社会
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資本ス トックの推移を示している｡ 実 質 GDPと民間資本及び社会資本のス トック塵の伸びは順

調に増加傾向にあったが､近年 に お いて急速な鈍化をみせていることがわかる｡1970年代から

民間資本ス トック畳が実質GDP を上回ってお り､漫990年代以降社会資本ス トック農が実質GDP

を上回っている｡ また民間資本に比較 して社会資本の減少が窺われる｡

2.2 社会資本の構造変化

戦後の日本における社会資本の整備は 1950年代後半から1970年代前半までの高度経済成長

期においては､産業基盤整備を中心に 一貫 して拡太を続けており､高い水準にあった｡しかし､

オイルショックを境に田本経済が大きく構造転換を遂げたため､公共投資政策にも構造変化が

みられた01970年代後半には国債発行による畳的拡大がやがて財政危機を招くことにな り､

1980年代前半には財政再建のための公共投資の縮小再編が行われたOよって､この時期U)社会

資本の伸びは下落傾向にある｡

一方､豆980年代後半には内需拡大のた鋸 こ財政投融資や民間資金が積極的に活用されるなど､

その特徴として社会資本の民営化が行われた｡1990年代に入ると､日本の経済政策は景気対策

が中心となり､その政策手段としての公共投資が用いられた｡総額 430兆円にQ)ぼる公共投資

基本計画が策定され､公共事業予算は大幅に拡太されていったO公共投資の拡大により社会資

本の伸びは低下から横ばいに傾向が変わってきた｡

しかし､バブル崩壊後の大幅な税収下落や公共事業の予算の拡大が財政運営を危機にもたら

したため､旦990年代半ばからは､歳出削減を中心とした財政構造改革が黍要な政策課題となっ

た｡景気が低迷を続けているなか､公共事業の拡大は国の財政運営だけではなく､地方の財政

運営にも危機をもたらし､1990年代後半には､公共事業に対する国民の批宰相ミ高まり､公共投

資のあり方や見直しが迫られることになった｡この時期の経済財政運営の焦点は国と地方の財

政構造改革であった｡公共事業の抜本的な見直しは2000年代に入ってから小泉内閣の下で確実

に行われ､公共事業関連費の大幅な削減が 実 現 さ れ たoよって､1990年代後半から現在に至る

までの社会資本の伸びは低下しているO

3,実証分析

ミ.】 他言⊥デー-ラ

本稿ではコブ･ダグラス型生産関数を 1955年度から2007年度までの 53年間､沖縄県を除く

舶 都道府県別パネルデ-タを用いて､社会資本のマクロ生産力効果を推定したo社会資本ス ト

ック以外のデ-夕作成方法は､以下のとおりである｡
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( り 県 内 総 生 産

県内総生産の名目値には､『県民経済計算年報』 での経 済活動別 生産 における ｢産業jF政府

普-ビス生産者｣｢対家計民間非営利サ- ビス生産者 ｣の合計値 を利用 した｡これは ｢県内総生

産｣との差額である ｢輸出税-その他-帰属利子｣を推計 していない都道府県が存在するため

であるO三井 中井上目995)､林 緩009)等では､｢産業｣だけを生産デ-タに用いているが､これ

は ｢政府サ- ビス生産｣を含む ｢県内総生産｣をそのまま用いると公共資本の民間部門におけ

る生産効果を適切に推定す ることができないおそれがあると指摘 している｡ しか し､本稿では

後述するように公約事業に含まれ る民間負担分を含む広い範囲での社会資本を用いるので､こ

れに合わせて総生産の範囲を ｢県内総生産｣の小計にした｡そ して､この合計値を ｢県内総支

出デフレ一夕｣で除 して実質県内総生産データを作成 したO

このデータを 且955年度-2007年度の 53年間分を作成するために､『長期遡及推計県民経済

計算報告(昭和 30年度-昭和 49年度)』 と 『県民経済計算年報』の平成 摘 年版及び平成 豆8年

度版を利用 した｡なお､デフレ-タの基準年はそれぞれ 80年暦年､90年暦年､95年暦年､2000

年暦年と異なるため､前系列の掲載最終年度 と後継系列に対する年度 との比率を用いて､90年

暦年基準に変換 して利用 した｡

(2) 労働投入

労働投入量には就業者数に年間労働時間数を乗 じたものを利用 した｡ この うち､就業者数に

ついては､豆975年以降は 『県民経済計算年報』の｢県内就業者数｣を､1975年より前は 『就業構

造基本調査報告』地域編の ｢就業状態､産業大分類および従業上の地位別有業者総数｣欄芸道府

県別)を周いた｡ただし､『就業構造基本調査報告』からは 旦956年､漫959年､1962年､1965年､

漫968年､1971年の4年毎のデータしか得 られなかったため､入手できなかった年は直線推計で

補完 したO

次に労働時間については 『労働統計年報』の ｢都道府県､産業別 1人平均月間労働時間数 (事

業規模 30人以上日 の総実労働時間数を用いた.ただ し､漫993年のデ-タが入手できなかった

ため､豆992年と1994年の平均値を用いた｡ また､1975年より前は全国平均実労時間数 しか存

在 しないため､それを各都道府県共通に利用 した｡

なお､労働時間の取 り扱いにおいては､社会資本と労働時間との関係を考慮 した研究が多数

存在するO畑農 (漫998)では労働時間(供給)関数を導入 してお り､林ほ009)では労働時間と就業

者数を独立 した変数 として扱っている｡本稿では多 くの先行研究と同様に 1人当た り労働時間

に就業者数をかけたものを労働量 として用いることに した｡
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(3) 民間資本ス トック

民間資本ストックデ-タは BY法に基づく中東 (2008)a)方法で作成した｡その概要を述べ

ると､まず各都道府県のベンチマークには 『民間企業資本ス トック年報』(以 F『年報』)掲教

の 且9醐 年度末 ｡全閣ベー ス の｢産業別資本ス トック (全企業)｣を 『県民経済計算』く以下 『計

算』)a)｢産業別固定資 本 減 耗 ｣都道府県割合で按分したものを利用した｡都道府県別新設投資

額 ･純除却額には､『年 報 』 の全国べ-スの ｢産業別新設投資額 (全企業)｣と ｢産業別純除却

顔 (全企業)｣に､内閣府政策統括官編(2007)掲載の各民営化会社相当分を加算した上で､『計

算』の ｢民間総固定資本形成 ｣｢産業別固定資本減耗｣都道府県割合でそれぞれ按分したものを

利用 した｡ただ し日本専 売 公 社部分は内閣府政策統括官編 (2007)に不掲載であるため中東

(2008)の推計値を利用 して い る｡最後に社会資本ス トックと対照的に扱 うため稼働率の調整は

行っていない｡

3.2 推計式と推計方法

本稿では､誘955年度から2榊7年度までの53年間､沖縄県 を除い た 舶 都道府県別パネルデ

-タを用いて､社会資本の生産力効果を実証分析した｡

数多くの先行研究に習い､生産力効果推定でよく用いられるコプ ･ダ グラス型生産関数を導

入した｡ここで､生産要素としての資本ス トックの同時性問題6)を考慮し､社会資本ス トック

と民間資 本 ス トックは 1期ラグを剛 ､たoよって､労働投入をLii､民間資本をKi,i小 社会資

本をG i,卜 葛と 仮定 し ､次のような数式を想定したO

) f/･人･-(′･ . 日 )

ここで､Yllとj411はそれぞれ i都道府県のt期の総 生 産 と 技 術 水 準を示す｡ここで､掴 式の

モデルを対数線形 モデルに書き直すと､

はL) ､′ i･･','hhlr /吊一人一:i/;.[=(, (2)

となる｡

ただし､技術進歩 の対 数 値 aiiが各都道府県の翻り効果7日individu a l e酌ct)と時間効果に影
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Ll t･t :) :.,. /II: ! ･- -I i) .､･t･! ･

ると仮定する｡パネルデータにはこのように個別効果が含まれるため､ここでは個別効果を非

確率変数 として扱 う固定効果モデルはXede恥et)と個別効果を確率変数 として扱 う変農効果モ

デ項 randomefYecも)を 使 って､モデルの特定化の誤りを検定する｡検定統計量としては､g2統

計量(Hausmanテス ト)S)を用いた｡Hausman検定より､変量効果モデルにおける都道府県効果

の項と説明変数は独立であるとの帰無仮説は棄却され､固定効果モデルが採択されたO

なお､生産要素に関しては､社会資本 の役割を考慮 した-=--次同次制約を課す場合と規模の経

済性を考慮した制約を課さない場合の二つを考える｡そして､一次同次制約は民間部門だけが

収穫一定である場合(環境創出型)と公共部門も含めて収穫一定である場合(不払費周型)を導入

した9)｡多くの発行研究では､生産要素に関して-決闘次制約を課す場合は不払費用型のケー

スが最も可能性が高いと結論付けているが､本稿では､推定に用いるデータを直近まで新 しく

構築したことを踏まえて､環境創出型のケ-スも前提に入れて推定を行った｡そして､推定期

間において大きな影響を奪える構造変化を考慮するために係数ダミ-を用いた｡本稿では､以

下 の三式を想定し､推定を行った｡

冒 ) 制 約を課さない場合

hll .J日 ,･卜 !IJlr.I. -/,'hl人一 一･声ll-I(I

i/,･-IJ-!11.L(･･ /･'才､川-ilH(; !ト/J7..‥INSIiI(; Tl･

く2) 一次 同 次 制約 - 環 境 創出型

hl) !号1li ..･･-一一.∫-!';'=lt人 :･.i 卜 !'rlnt,..

/I;.I)ー111･(･ 上 /)朗111(･'. I/J' /.'｡引=(J --:{･

持) 一次同次 制 約 - -不払費用型

ミ:.) 一二･･'. :I .I., :ll.一･-･八 二･li:!･;t':-(･･ hli)

+PD71D7附nGl.卜了 inLEt)十PD85D85(lnGl,i【111鴫 l)

+PD,5D95(1nGi,t【了 lnL,t)+Nil

ここで､

D7弓?
1970年度まで
且971年度以降

1984年度まで

1985年度以降
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であるO

社会資本の係数ダミ-として 及971年､及985年､旦995年を用いた理由をまとめると､1970年

を境に分けたのはオイルショックによる経済構造変化が社会資本の生産力効果にも大きな変化

を与えていると予想されるためであるo次に､議985年 を境 に分けたのは､1980年代の前半 と後

半では､財政金融の構造と政策が対照的になってお り､漫980年代に進められた財政再建の結果

として､社会資本ス トックの伸びの鈍化が指摘されているか らであるoそ して､及995年を境に

分けたのは､呈990年代後半には､公共事業に対する国民の批判がますます高まり､その見直し

が迫られたことである｡公共事業の見直しは､国と地方の財政再建で､小泉内閣のもとでの ｢構

造改革｣が焦点 となった｡ このように近年においても､公共投資の構造が変化 したと考えられ

るO次節では､これ らを踏まえて推定結果をまとめるO

3.3 推定結果

匪i表2は生産関数の推定結果をまとめている｡モデル(A)は係数制約を課さない場合の推定

結果を示 している｡労働投入係数は 0.462の値を､民間資本係数は0.530の値を取っている｡

社会資本係数は係数ダミ-を入れて､1956年度から 1970年度においては 0.豆98､1971準度か

ら1984年度においては0.漫9里､1985年度から 選9銅 年度においては 0.182､1995年度か ら2007

年度においては0.豆74の値を取っている｡これらの値は統計的に有意に推定されてお り､自由

度修正済み決定係数も0.991で高い水準にあるため､社会資本の生産力効果は正の値で有意に

確認できた｡なお､Pl+Pk-0･992という値を取っているので､生産要素としての社会資本の

役割は､不払費用型より環境創出型の方がモデルとしてより近似的に成立すると判断し､ここ

では不払費用型の推定結果については解釈を省くことにした｡以下では､環境創 出型モデル(B)

を用いて解釈を行 う｡推 定結果をみると､それぞれの期間 にお け る社 会 資本の弾性値は

0.195(1956-1970年度)､0.188(1971-1984年度)､0.17射1985-1994年度)､0.17旦(1995-2007

年度)となっている0

本稿で得 られた推定値は先行研究 と比較 して低い値 ではあるが､1970年代以降の期間におい

ての社会資本効果は低下傾向にあることを確認できた｡たとえば先行研究において､岩本日990)

では 1971年度をダミー変数 として入れた場合､社会資本の弾性値を0.416(1955-i970年度)

と0.396(197息-1984年度)で得ている｡環境創出型と仮定 した三井8井上(1995)では､社会資

本U)弾性値を 0.248日956-1989年度)､吉野 ･中島 書中東 く1999a)では､0.203日955′-1970年

痩)､0.07射 1971-1993年度)の値 を推定しているO土居 (ZOOS)においても､日本の社会資本の

生産力効果は概ね 0.2-0.3の値で報告されてお り､社会資本整備が進むにつれて ず970年代以

降から大きく減少 したと総括している｡

ところで､近年の社会資本ス トックデ-タを用いて生産力効果を分析 した林 く2009)では､社
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会資本の弾性値を0.舶2日999-2004年度)で高 い値 で推定 している｡林(2009)は高い推定値の

原因を2000年代に入ってからの公共投資の減 少 が起因するのではないかと解釈 しているが､本

稿の推定結果からみると､社会資本の生産 力 効果 が近年において回復 しているとはいい難いO

蘇(2009)のように近年の動向だけを分析す る こ とはとても興味深い研究ではあるが､藻期的な

マクロ観点から社会資本の生産力効果を分析 す ることは､今後の社会資本の供給力､潜在成長

力を展望する上で有意義であると思われるOただし､多くの研究でみられるように､分析に用

いられる推計データや推計手法が異なることで得られる結果が異なる場合が多々存在するので､

推定結果の解釈に課題が残るO

図表コ マクロ生産関数の推定結果

パ ラメー タ モデル(A) モデル(B) モデル(C)

Pl 0.462**lo.Oヱ5]

Pk 0.530** 0.533** O.51ヱ**
lo.02l] [0.018] lo.oユニ]

Pg 0.198** 0.旦95** 0｣.41**
[0.017] lo.014] [0.m7]

PD71 -0.007*+ -0.007** -0十O14**
lO.001] lo.00 1] lo.ooユ]

PD85 -O.OO9** -0.009** 0.021**
lo.ool] lO.OOl] lo.003]

PD95 -0.00ボ** -0,008** 0.045**
lo.ool] [0.000] lo.003]

AdjulStedR2 0.991 0.978 0,977

Hausmantest CH工SQ(6)=l8朋8 CfilSQ(5)=17.551 CHISQ(5)=39.452

注 1)[ ]内は標準誤差｡

注コ)**は5%有意水準であることを示す｡

注 3)Hausman検定より､変量効果モデルにおける都道府県効果の項と説明変数は独

立であるとの帰無仮説は棄却され､固定効 果モデルが採択された｡

(筆首作成)
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丘 お7･7Ljr=

本稿では､直近までの社会資本ス トッタデ-タを構築し､社会資本の構造変化 と生産に与え

る効果を分析 した｡1955年度から2007年度までの 53年間と沖縄県を除いた 46都道府県別パ

ネルデー タを構築し､コプ･ダグラス型生産関数に構造変化を考慮 した係数ダ ミ-を用いて期間

ごとの社会資本生産力効果を推定した｡

推定結果 ､社会資本の生産力効果は先行研究と比較 して低い値ではあるが､tEの値で統計的

有意に確認 されたoまた､1970年代以降においてはそれが低下傾向にあり､近年においても徳

下傾 向を辿っていることを確認 した｡この結果は､1990年代後半から公共投資の削減が大幅に

なされてきたにも関わらず､その改善が見られなかったことから､公共投資政策運営に問題が

あり､今後その改善を必要とする裏付けとなったo李(20日)で分析 したように､及970年代以降

は地域間再配分に急激に傾斜 したため､地域ごとの非効率的配分が社会資本の生産jj効果を低

下させた可能性があるとするならば､また事業主体における技術的 ･制度的 ･政治的な要因が

社会資本の生産力効果を低下させているとするならば､これらの要因を踏まえたマクロ政策提

言が必要であろう｡

社会資本整備を取り巻く社会経済環境は大きい変貌を遂 げて い るo とりわけ､少子高齢化に

よる入日減少や地球環境の悪化､そして財政運営が厳 しくな った今 日において､効率を塵祝 し

た社会資本の維持 ･更新と安心 書安全な社会基盤 整備 が今 後 の蛋要な課題 とされるo Lたがっ

て､この実証研究は今後の社会資本の供給力､潜在成長力を展望する上では有意義であると思

われるo

<注>

日 詳細は李(Solo)を参照｡

2)地域別で推計を行った代表的な実証研究には､浅手 ･常木地(1994)､大河原 ･山野日995)､吉野 ･中野

日99射､広末日998)､i=∃本 書l冊 1(200も))､遠藤(2001)､本間 弓罰中(2004)等があるO産業別推計には岩

本 さ大内他日996)～A:野 ･中島.中東 日999b)等､社会資本の分野別推計には､三井 ･井上 ･竹滞日995)､

井田 ･吉粗 目999)等､事業 主三体別推計には亀Fu･季 (2008)がある0

3)岩本日990)､浅予 ･坂本日993㌦ 三井･太田(1995)､畑農(1998)､ む溜 日脚8)等〔)

4ト吉野 ･中島 8中東(1999)等0

5)よって旧専売公社新設投資額 も旧電電公社新設投資額の対前年伸び率で補完推計されていることにな

るので注意されたい｡

6)同時性問題については､朴 (2003)を参照のこと｡

7)モデル弟～=XztP+ci+uが(i-1,2,･･･,N;i-1,2,-,T)において､ Clは経済主体の属性を考慮する変
数で､個別効果とい うC パネルデータ分析では個別効果が重要な役割を果たすO個別効果を確率変数と

して扱 うモデルを変盛効果モデル､非確率変数として扱 うモデルを固定効果モデル と呼ぶ｡変象効果モ

デルと固定効果モデルの違いは農本的に､個別効果 と説明変数の相関関係にある｡ すなわち､

E転軌 )-Oが成立するかどうかの問題であるn
8)HauSman特定化検定は､帰無仮説の Fで有効橡があるが対立仮説の 打では一致性がない推定量を､雨仮
説の下で一致性のある推定農と比較することに基づいているOこの考え方は､多くの場合に応用できるO
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操作変数の外生性についての検定､パネルデ-タにおける変畳効果と固定効果についての検定等､多く

の場合に応用できる0

9) MeadeH952)の用語法によると､生産要素に関して-次間次制約を課す場合には､pl+pk=lのケース

(environmentcreation環境創出型)とpl･Pk･穐 -1のケ-封 unpaidfactor不払費用型)があるO
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